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県制度融資「賃金水準向上資金」の利用について

県では、今年度から新たに、生産性向上や規模拡大により、賃金水準向上に取り組

む県内中小企業に対して、社債発行による長期安定的な資金調達を支援する「賃金水

準向上資金」を創設しました。

社債発行は、自己資本比率などの一定の適債基準を満たした優良企業に限定される

ため、企業の信用力や評価向上につながるものであり、今後ますますの事業発展が期待

されます。

このたび、本資金の利用（社債発行）がありましたので、当該企業を紹介します。

１ 企業の概要

企業①

発 行 企 業 株式会社 アキタ保険（代表取締役 柳沼 宜之）

所 在 地 秋田市山王６丁目５－９

業 種 保険業

発 行 額 ５，０００万円

発 行 期 間 ５年

企 業 紹 介 当社は損害保険代理店として、1978年に創業し、2018年に40周年

を迎えることができました。2017年2月には損害保険代理店業務、

生命保険代理店業務において「ISO9001」の認証を取得することが

できました。常に時代の変化を捉え保険知識、周辺知識だけでなく、

付帯サービス、自動車リース、その他様々なプロフェッショナルネ

ットワークを駆使しお客さまのお役に立ちたい、お客さまの不安や

問題解決のお手伝いをしたいと考えております。

取扱金融機関 株式会社 北都銀行

企業②

発 行 企 業 株式会社 万景（代表取締役 西宮 幸治）

所 在 地 仙北市田沢湖小松字本町１４

業 種 総合建設業（土木工事・管工事業他）



発 行 額 ５，０００万円

発 行 期 間 ７年

企 業 紹 介 弊社は、土木工事業、菅工事業、舗装工事業、造園工事業、水道

施設工事業の総合建設業を行っております。

昨年は、秋田県ＳＤＧｓのパートナー企業に登録し、水道事業イ

ンフラ整備工事・維持管理業務の進展について、漏水調査業務をよ

り一層拡大させて、経営基盤の強化を図りながら地域社会から選ば

れる企業を目指すとともに、地域社会への貢献、安全・安心な水の

提供、働きがいのある仕事を通じて、持続可能な地域社会の実現に

貢献する企業を目指しております。

取扱金融機関 株式会社 北都銀行

企業③

発 行 企 業 渡部工業有限会社（代表取締役 渡部 貢）

所 在 地 横手市平鹿町樽見内字小豆田２５６

業 種 総合建設業

発 行 額 ７，０００万円

発 行 期 間 ７年

企 業 紹 介 当社の仕事は人の暮らしを災害から守る『地球整備士』

～未来の安全を造り、守る次世代に繋ぐ～

土木工事は建物の基礎部分を造ることや被災防止のために重要な

業務。人々の生活において必要不可欠であり、責任感が求められる

職人の世界です。実際に現場を見て工事内容を提案する独自の技術

があります。一人一人を技術者としてそれぞれの才能を発掘し開花

させ、プロフェッショナルまで育てる女性も活躍している会社です。

取扱金融機関 株式会社 北都銀行

２ 賃金水準向上資金の利用実績（令和５年２月２７日時点）

発行件数 ２６件（うち１６件は企業概要非公表）

発 行 額 計１７億６，０００万円



（参考）

「賃金水準向上資金」の概要

・対 象 者 次の①～③のすべての要件を満たす中小企業者

①県内において１年以上事業を営んでいる

②給与支給総額及び初任給年率平均２．０％増を原則として３年以上実施

するための賃金水準向上計画を策定し、取扱金融機関の確認を受ける

③次のいずれかの適債基準を満たしている

(1) 純資産額が5,000万円以上３億円未満であり、自己資本比率が20%以上

または純資産倍率が2.0倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上

またはインタレスト・カバレッジ・レーシオが2.0倍以上であること

(2) 純資産額が３億円以上５億円未満であり、自己資本比率が20%以上ま

たは純資産倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が10%以上ま

たはインタレスト・カバレッジ・レーシオが1.5倍以上であること

(3) 純資産額が５億円以上であり、自己資本比率が15%以上または純資産

倍率が1.5倍以上、かつ使用総資本事業利益率が5%％以上またはイン

タレスト・カバレッジ・レーシオが1.0倍以上であること

・融 資 枠 ６０億円

・限 度 額 ５億６，０００万円（最低融資可能額３，０００万円）

・融資期間 ２年以上７年以内（期日一括償還または定時償還）

・融資利率 金融機関所定利率

・保証料率 ０％（県全額補助）

・実施期間 令和４年４月１日～


